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2 検討会の記録 

1) 第 1 回総合的山岳環境保全対策推進に係る検討会 

(1) 開催概要 

 

■日時： 

 平成 23 年 12 月 27 日（火） 14:00～16:00 

 

■場所： 

 発明会館 7 階会議室 

 

■出席委員： 

 愛甲 哲也 北海道大学大学院農学研究院・准教授 

 海津 ゆりえ 文教大学国際学部観光学科・ 准教授 

 神谷 有二 （株）山と渓谷・編集部長 

 神崎 忠男 （社）日本山岳協会・会長 

 東條 泰大 （財）自然環境研究センター・上席研究員 

 森  武昭 神奈川工科大学・ 副学長 

 山口 孝 北アルプス山小屋友交会・会長 

 

■議題： 

（１）検討委員会の設置 

（２）大雪山の事例紹介 

（３）山岳環境の現状と検討課題 

 

■議事資料： 

資料１ ：総合的山岳環境保全対策推進に係る検討会設置について 

資料２ ：大雪山における登山道の管理水準策定の取り組み（事例紹介） 

資料３－１ ：山岳環境の利用面において発生している問題と要因 

資料３－２ ：山岳環境保全対策推進事業業務における検討内容について 

参考資料１ ：事例収集調査概要 

参考資料２ ：登山道の管理と整備・大雪山国立公園登山道管理水準と登山の心得 
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(2) 議事概要 

 

【議題１検討委員会の設置】 

（環境省資料説明） 

 

（座長の選出） 

・環境省より、森武昭委員を座長とすることの提案を行い、各委員より承認された。 

 

【議題２大雪山の事例紹介】 

（愛甲委員説明） 

・平成 18 年 3 月「登山道管理水準と登山の心得」を策定、昨年度と本年度で体制を整え直

すための取り組みを、北海道地方環境事務所で行っている。 

・策定の背景には、2000 年頃の登山ブームで過剰利用の問題があり、その後、過剰整備に

ついて指摘され始めた。 

・登山道の立地条件などによる段階的整備の考え方が整備され、ケーススタディとして大

雪山が選ばれた。 

・大雪山での問題としては、浸食、複線化、利用の集中、野営とトイレの問題等があった。

また、木道が過剰整備と言われるものもあった。 

・現状調査として、地質、地形、意識調査等を行ってきた。また、山岳利用関係者の検討

会を行った。 

・荒廃の程度、浸食、複線化、水の影響(融雪時期)など、登山者の通過予測人数（登山者名

簿の記入率から実際のものを想定）など、各要因を 3 年かけて収集し、データを重ね合

わせた。 

・登山道へのインパクトは、微地形やわずかな環境の違いにより発生するため、自然環境

要因と利用状況から、登山道区間ごとの傾向を見いだすのは困難であった。 

・評価のためには自然環境と現状だけではなく、元々どういう整備をするべき場所なのか

を示し、それと組み合わせて整備や保守を考えるべきであるという考え方に至った。ROS

（Recreation Opportunity Spectrum）は、アメリカの森林局で国有林の歩道や施設の管

理水準、ゾーニングのためのシステムで、国立公園の管理にも使われている。 

・ROS は、歩道を利便性の高い空間から、冒険的な体験ができるような空間までがグラデ

ーションになっている中で、それぞれの場所で期待される施設の整備や環境、管理方法

の違いや、利用者意識とのズレのないような計画を立てるというものである。 

・大雪では、整備区域から原生区域までの分類を試みた。その中で、舗装道に近く、ロー

プウェイがあるようなアクセスしやすい場所は利便性の高い場所として整備・管理する

一方で、林道終点から長時間歩くなどのアクセスしにくい場所の整備・管理の水準を下
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げるという考え方で分類した。 

・ニュージーランドでは ROS を活用し、歩道のカテゴリー分けと利用者のタイプ想定を行

い、区分するマークを作成、公園内の看板やパンフレットで広報している。利用者には、

それぞれの区分に応じた装備、行動、責任の程度が求められる。 

・大雪山の管理水準の設定を、「保護・利用体験ランク」と「保全・対策ランク」をそれぞ

れ 3 段階に設定し、組み合わせたマトリックスで９区分を設定した。（実際、大雪ではそ

のうちの５区分があてはまった） 

・「保護・利用体験ランク」は、公園計画での位置づけやアクセス、関係者間の意見により、

「保全・対策ランク」は調査データを元にした脆弱性・荒廃の程度の評価により区分し

た。区分の内容については、パブリックコメントも求めた。 

・ROS はアメリカの手法であって、日本の山岳地の地形や特性等の事情に当てはまらない

場合がある。 

・実際に大雪で検討を行っているが、関係者に管理水準、技術指針の認識や活用度は低い

という現状もある。 

・管理水準策定後は、計画に位置付けないと作りっぱなしになって動かないという点が課

題である。 

 

【議題３山岳環境の現状と検討課題】 

（事務局資料説明） 

（事務局現地調査説明） 

 

座長：[森委員] 

・誰のためのガイドラインとなるかについて、環境省の出先機関が計画や方針を決めるた

めのものであり、主な内容は、「手順を示すこと（意見収集などプロセス）」と「項目整

理と資料を整理」についてとなる。 

 

環境省：[田村] 

・ガイドラインの作成後の運用方法について、本省から現場に呼び掛けていくことを想定

している。 

 

事務局：[鹿野] 

・ガイドラインのアウトプットのイメージについて、整備・管理計画は山域ごとの計画を

作る必要があるため、具体的にどこかの山域に当てはまるものを作るのではなく、計画

を検討する際の手法を示すガイドラインの作成である。 

 

委員：[愛甲委員] 
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・アメリカでの ROS の運用手法について、ゾーニングを行う際に ROS を必ず使わなけれ

ばいけない。 

・施設整備の水準を、グラデーションで変えていくという考え方が伝われば、地域の事情

を考慮した計画が作られることになると思われる。 

 

委員：[神崎委員] 

・登山者の立場からは、考え方を学識レベルから常識レベルにして伝えるようにしていき

たい。 

 

委員：[神谷委員] 

・登山者に何を望むのか等、自己責任の考え方が十分に整理されていない現状がある。一

般登山者にどう落としていくかを考えたい。 

 

委員：[東條委員] 

・そもそも、その自然公園として、その場所をどう扱うか、どのように見せるか等が基本

におかれ、そこから整備水準、費用負担などが出てくると思われる。考え方を整理する

ことが重要である。 

 

委員：[山口委員] 

・山小屋の立場では、登山道は誰の道でもなく、山小屋の自身の道と考えるのが基本スタ

ンスであり、手弁当で自分の道は直すという気持ちである。また、事故などはあくまで

自己責任であり、何でも人のせいにする風潮は良くない。 

 

環境省：[高橋] 

・計画を各地でどう運用していくことが必要か、山の利用者と管理者の意識や情報のギャ

ップなどの課題に対し、山域毎に計画を作っていくため必要な事柄について議論してい

きたい。 

 

座長：[森委員] 

・色々な複雑な問題があるが、シンプルに行くことが必要である。 

 

委員：[愛甲委員] 

・自然災害などが多く起こる山では、整理したランクが変わってしまう点については、見

直しを何年かに一回見直すことになっており、整備が進むことによってグレードが変化

することや、高齢の人の利用が増え、原生的な場所に利便性を求めるなど、時代で変わ

るものもある。 
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委員：[神谷委員] 

・登山者の気質の変化について、自己責任についての共通認識はない。また、現在は単行

の 30 代男性が中心になりつつある。マナー意識は低いが、まじめなので言えばわかる。

しかし、高齢の人など、体系で物事を理解している人らは、国立公園内なら国の問題と

とらえる傾向がある。 

 

委員：[神崎委員] 

・規定がなくても秩序が守られるのが「登山者」の気質であるが、現在の多くは「登山客」

である。国際山岳連盟でも、自然保護に対するモラルの低下が言われているが、どう指

導していくかが課題である。 

 

委員：[海津委員] 

・管理は協働で行う時代になっていることから、山に対する共通の姿勢や理念のようなも

のが、ガイドラインの冒頭で謳われていることが必要である。また、今の登山客の目線

まで落として伝えることが必要。 

 

委員：[神崎委員] 

・目線を落として伝えた場合、それで正しいと思われてしまう恐れがあることに注意が必

要。新たに気づきを与えることも大切である。また、卓越した登山ではない多様な登山

スタイルの中では、一つのマナー・モラルでは対応しきれない。自然環境のモラルをど

う指導していくかが課題である。 

 

環境省：[高橋] 

・今回は、登山者の意識の面まではアプローチしないが、情報共有、意識共有の必要性に

ついて取り扱うこととしたい。 

 

座長：[森委員] 

・計画の運用には、登山者の意識改革のようなものが背景にないと機能しないと思われる。 

 

委員：[東條委員] 

・自己責任や管理責任については基本的にグレーゾーンであり、法律的にも明確に線引き

ができないのが実際である。考え方の基礎となるものを、現場職員や山小屋の間で共有

され、登山者に事情を説明できるような状況になることが重要である。 

 

事務局：[鹿野] 
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・検討の受け皿となる協働組織の存在について、山域毎に何らかのものが多く存在してい

るが、県境で分かれている場合もある。 

 

委員：[愛甲委員] 

・多種多様な管理主体や管理者があると、それぞれに少しずつ違った活動をしており、登

山者に伝える内容にも違いが出ることから、考え方を整理しておくことが大切である。 

 

座長：[森委員] 

・事業レビューの背景には、PDCA サイクルが回っていないことがあると思われる。税金

を投資したものがどれだけ有効にまわっているのか検証が必要である。 

 

委員：[愛甲委員] 

・大雪の取り組みにおいて、地域の山岳関係団体との連携については、定期的に情報交換

はできている。 

 

委員：[神崎委員] 

・ 山岳団体等で自分らには関係ないことになってしまいがちであるため、巻き込んで進め

ていく体制を考えることが必要である。 

 

委員：[愛甲委員] 

・自然環境の価値を将来にわたって伝えていくうえで、その価値は変えてはいけないもの

である。維持するために本当のあるべき姿というものがあり、そこに管理を付けくわえ

ていくことが望ましい。どういったプロセスを踏むべきかを、どういう体制で行ってい

くかについて検討していきたい。 
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